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ある。Ａは，テナントとして，昭和53年 3 月 1 日，Ｙとの間に出店及び店舗使
用に関する契約を締結し，本件店舗（神奈川県座間市の忠実屋小田急相模原店）の
屋上の一部において，「八島ペット」の屋号でペットショップを経営していた。





































































　平成11年10月 1 日，Ｙ（被告会社）が設立され，同年12月 1 日，南港カーシ
ティは，その代表者を同じくするＹに，ユーポスに関する営業を譲渡した。な

































　しかし，平成 3年 3 月，Ｙ（平成 4年10月に商号を「株式会社北沢バルブ」から
「株式会社キッツ」に変更した）においては，関連会社であるＡ会社の経営が破
綻寸前の状態であり，外部からの財務支援なしにはゴルフ場の開場が困難であ





















































































































































































































































































































東京地判昭和27年 3 月10日下民集 3巻 3号335頁の事案は，百貨店に入居していた書店の債権
者が百貨店に対して名板貸責任を求めたものであった。
27）
28）
29）
名板貸責任の効力論（宮川）
（175）　99
③通信販売・インターネット販売取引等における非対面取引，などに場合分け
をした分析が必要となろう。このような分析の必要性は，外観を信頼した一般
買物客の保護と禁反言の法理の精神との調和を図る事例が増加するものと推測
されるからである。
お わ り に
　最近，商法14条の名板貸責任規定の類推適用を認める下級審判例が増加して
いる。私見は，商法14条の適用ないし類推適用がなされた場合においては，こ
れまで検討したとおり，名板貸人が連帯責任を負担する場合には，本来は名板
借人が有する相手方に対する同時履行の抗弁権を，名板貸人が連帯責任を履行
する際に認めて，公平性を確保することが相当と考える。そのように解するこ
とにより，同条の適用ないし類推適用により，法効果として連帯責任を負担す
る名板貸人に過大な負担を生ぜしめないこととなる。
　今度は，この法効果を，要件にはねかえらせて考えると，外観を拡大視する
類推適用の先には，類推適用の判断枠組みないし要件適用の基準化を，そして
商法における立法化をみすえるべきものであろう。私見は，名板貸人側に営業
主体の混同防止義務の設定を提言した。非商人からの名義貸与の場合に，いか
なる法理に依拠するのかは，民法上今後の検討課題であろう。名板借人の従業
員等による取引的不法行為から生じた債務を名板貸人が連帯して負担する場合
にも，それで問題がすべて解決されたものではない。名板貸人，名板借人たる
株式会社においては，株式会社の責任と経営者・従業員の責任を区分して論じ
る必要があろう。
30）
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清水真希子「テナント，インターネット・モール，フランチャイズ・チェーンにおける名板貸
責任」法学第72巻 5 号667頁（2008年）は，表題の流通形態における名板貸責任の成否につき検
討を加えている。
保護要件の横断的な比較考察については，難波譲治「第三者保護要件の諸相─無過失・善意無
重過失と立証責任」伊藤進ほか編・現代取引法の基礎的課題51頁以下（有斐閣，1999年）参照。
上村・前掲註26論文41頁。
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